
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度 事 業 報 告 書

位塑腱囲ヨ塑塑⊇二墜壁三_

1 事業の成果
・新型コロナウイルス感染症 (COVID-19)の状況に応じ、交流会の対面での実施は避けてオンライン開催

とした。オンライン開催であっても定期的に実施するために隔月のオンライン会員交流会を設置し、テ

スト開催を含めて 3回実施することができ、隔月で定期的に開催が可能となった。

・SOSアプローチによる動画を無料公開していることについてアナウンスを実施し、偏食の対応について

広く学習してもらうことができた。2時間以上の動画にも関わらず 1年間で 1070回以上の再生回数とな

っている。

・医療関係者との情報交換活動としての学会展示会等への展示参加において、現地開催またはオンライ

ンとのハイブリッド開催を実施している、かつ、開催時の感染症状況に基づき患者会展示の受け入れが

ある展示会に参加することができ、合計 500名 以上の関係者に啓発活動を行うことができた。

・8月 の展示会に合わせてニュースレター特別号を発行し配布した。通常ニュースレターは療育施設等に

郵送するが、特別号は情報不足であったため、郵送は情報を追加した正規号を 2023年度に発送する予定

とした。2023年度の展示会で 220部を学会来場者に配布しタイムリーに新しい情報を伝えることができ

た。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 356 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 同時 場所
従事
者
人数

受益
対象者
範囲

支 盃

対象
ヨ多″日

人数

事業費
(千円)

患者及びそ
の 家族を中
心 に した
役立つ情 報
の交換及び
交流事業

勉強会・交流会

2022/10/30

2023/1/29

2023/3/27

オンライン 10 患者家族
3回合
計 31
家族
0

メー リング リス
トを利用 した利用
会員 へ のサ ポー
ト・外部門い合わせ
メー ル対応

随時 t>74 > 10

患者 家族 お

よび 医療福

祉関係者

約 300
家族
0

動画案内フライヤ
ーの配布

2022年 6月 ～

2023年 3月
全国 7

患者家族お

よび医療 関

係者

約
1500
名
0



医療機 関、
研究者、その
他行政機関
等 との情報
交換や交流
に係る事業

に
に
上

およ
の印
―の
産期

2022/7/10-12

2022/8/27-28

2022/9/30-10/2

2022/12/1-2

パシフィコ横

浜,福岡国際

会議場,京工

プラザホテル

新宿,

有明 TFTホー

ル

8
学会来場 の

医療関係者

約 500
名
139

晟
ュースレター作

2022生
「
8月 全国 5

医療福祉 関

係者・インタ

ーネ ッ ト閲

覧者

約 300
名
24

関連書籍や
― 卜r講演
の紹介

|ア ンケ
会など 通年 5回 オンライン 1

医療福祉 関

係者・患者家

族

約 50
名
0

他の団体主催の勉
強会等への参加

2022年 通算 11

回

オンラインお

よび都内
1

患者会関連

団体

糸ヽ1 30
名

1

厚生科学審議会医
薬品医療機器制度
部会への参加

2022/8/5

2023/1/12

オンライン

TKPi新橋
1 一般市民

不 特
定 多
数

1

一般社会に
おける患者
及び家族ヘ
の理解を促
進する事業

YouTube

羨
ンネ 出通年 オンライン 1 一般市民

1590
人
0

世界髄膜炎デー呼
応イベント動画出
演

通年 ,{y7.t > 3 一般市民
20家
族
0

ホームページおよ
び S陽 を通じた一

潜
社会への情報発 通年

tv74 > 4 一般市民
不 特
定 多
数

19 1

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 0 】千円)
歌に記載
された
事業名

疋

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和 4年度
事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が上登場合)

費助会員受取会費

正会 160,000
30,000

受取寄附金
施設等受入評価益

1,859,140

患者及びその家族を中心にした役立つ情報の交換や交流に係る事業
医療機関、研究者、その他行政機関等との情報交換や交流に係る事業
一般社会における患者及び家族への理解を促進するための事業

25,000
34,316

受取利息

用

減価償却費
印刷製本費
新聞図書費
消耗品費
学会・勉強会等会費
業務委託費
謝金

支払手数料 59,

131,158

9,808
131,600

旅費交通費
通信運搬費
租税公課
施設等評価費用

24,090

110

退職給付費用
福利厚生費

役員報酬
給料手当

旅費交通費
通信運搬費
租税公課
施設等評価費用
賃借料
減価償却費
印刷製本費
新聞図書費
消耗品費
学会・勉強会等会費
業務委託費
謝金
支払手数料 14,



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 4年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人つばめの会

単位 :円
令  額 小 計・ 合計

【
`

: 産  の
1

1

現金預金
未収金

棚卸資産

1,987,427
187,500

2,174,927

2.174.927
2
(1)有形固定資産
車両運搬具
什器備品

0

(2)無形固定資産
ソフ トウェア

借地権

0

(3)投資その他の資産
敷金
長期貸付金

0

【A】 資 産 合 計 ①+② 2=174,927

1

未払金

預り金

2

長期借入金
退職給付引当金

370,410
370,410

370.411

0

370.41
産  1 )  都

1,804,517
1_804_517

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 2,174,927



令和 4年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人つばめの会

重要な会計方針
計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 PO法人会計基準協議会)
によっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

科 目

患者及びそ
の家族を中
心にした役
立つ情報の

交換や交流
に係る事業

医療機関、
研究者、
その他行政
機関等との

情報交換や
交流に係る
事業

一般社会に
おける患者
及び家族ヘ

の理解を促
進するため
の事業

事業部門計 管理部門 合計

25,000 34,316

ｎ
Ｖ

＾
υ

59,316
“
４

270,000
1,859,140

270,000
1,859,140

0

59,316
4

2.188.46025,000 34,316 ｎ

ｖ 59,316 2,129,144

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

ｎ

ｖ

ｎ

〉

ｎ

Ｖ

ｎ

ｖ

131,158

9,808

24,090
110

131,600

59,874

ｎ
〉

０
０
ｒ
０

ｏ
０

9,808
131,600
24,090
110

59,874 14,123

2,772
3,478
6,930

2,772
134,636
16,738

131,600
24,090
110
73,997

ｎ

ｖ 165,166 191,474 356,640 27,303 383,943
ｎ

ｖ 165。 166 11.474 356.640 27.303 383.943

25.000 -130.850 -191.474 -297.324 2,101,841 1.804.517

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費
ボランティア評価費用

人件費計
(2)その他経費
会議費
旅費交通費
通信運搬費
租税公課
印刷製本費
消耗品費
支払手数料
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額



4

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等はありません。
したがって使途が制約されていない正味財産は1,804,517円 です。

5。 固定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

7

内容 金額 算定方法

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 備考

合計

科 期首取得価額 取得 減少 減価償却累計額

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の資産

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

科 目
計算書類に

計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

160,000
80,000

140,000

70,000
240.000 210,000

(活動計算書)
正会員受取会費
正会員 入会金
活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために
必要な事項

。 事業費と管理費の按分方法
各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、旅費交通費については従事割合に基づき接分しています。

。 その他の事業に係る資産の状況
(その他の事業なし)



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和4年度 財産目録
事 業 報 告 用

単位 :円
舎 題 」ヽ 訃 合 静

【′】 責 屋 の 椰

現金預金
手元現金
師0あおぞらネット銀行普通預金

患者及びその家族を中心にした役立つ情報の交換や交流に係る事業未収金
正会員受取会費未収金
正会員 入会金未収金

販売用寄附物品

0

1,987,427

1,987,427
2,174,921

7,500
120,000

60,000

187,500

2.174.

車両運搬具
事業用車両

)SY 2>

ソフトウェア
オペレーションシステム

文書編集ソフト

0

0

0

0

0

|

0

【A】 資 産 合 計 ①+② 2,174,927

[I -1】 ■ 1日l の 薔

未払金
旅費交通費
通信運搬費
租税公課
印刷製本費
支払手数料

134,636

15,478

131,600

24,090
61,824

源泉徴収税

370,410
3¬0,410

0

合 計 ・ (D 370.`

長期借入金 0

0

0

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 370,410

【8-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 1,004,517



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 〈前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 つばめの会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

1
o監

事

(理事長)

ヤマウチ キョウコ R4年

R5年

6月  9日

3月 31日

年  月 日

日年 月山内 京子

０
４

⌒

里`事)監事
tV,Y ?3 i R4年

R5年

6月  9日

3月 31日

年  月  日

年  月  日澤田 真由美

ｏ
０ 監事

フジタ ケイコ R4年

R5年

6月  9日

3月 31日

年 月

月

日

日年藤田 けい子

４

‘

⌒

史里3)監事
モリ サ トコ R4年

R5年

6月  9日

3月 31日

年  月  日

年  月  日森 さと子

ｒ
Ｏ o監 事

タケダ ミワ R4年

R5年

6月  9日

3月 31日

年  月  日

年 月 日武 田 三輸

6
´ ｀、

使奎多ノ監事
ハセガワ タカコ R4年

R5年

6月  9日

3月 31日

年  月  日

年  月  日長谷川 央子

７

１ ∈)。監事
ヤマネ ノゾミ R4年

R5年

6月  9日

3月 31日

年  月  日

年 月 日山根 希美

8 cD。
監事カネダ ミユキ R4年

R5年

6月  9日

3月 31日

年 月

月

日

日年兼田 美幸

9
ノ′｀

理事く竃,董リ
コウソ トキコ R4年

R5年

6月  9日

3月 31日

年 月

月

日

日年高祖 常子

10
理事 。監事

年  月 日

日年 月

年 月

月

日

日年



書式第 4号 (法第 10条 0第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿  (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人___≦塑堕≧⊆蟹≧________

氏   名

1 山内 京子

2 澤田 真由美

3
藤田 けい子

4
森 さと子

5 武田 三輪

6 長谷川 央子

7 山根 希美

8 兼田 美幸

9 角間 彩

10 迪田理恵子

11 川野 綾乃

12


